
論点１ー１ 新たに追加・拡充された住宅確保要配慮者の居住支援施策について

困難な問題を抱える女性※新規

《国土交通省・厚生労働省通知》
性暴力・性犯罪被害、家庭の破綻、地域社会からの孤立等の様々な事情により、日常生活又は社会生活を円滑に営む上で困難
な問題を抱える女性への支援強化を目的として、困難な問題を抱える女性への支援に関する法律が制定された。
この点、同法第５条において「国及び地方公共団体は、困難な問題を抱える女性への支援のための施策を講ずるに当たっては、
必要に応じて福祉、保健医療、労働、住まい及び教育に関する施策その他の関連施策の活用が図られるよう努めなければなら
ない」こととされ、同法第７条第１項に基づく基本方針において、住まいの確保等に関する事項が記載されたことを踏まえ、
同法第２条に規定する困難な問題を抱える女性を追加。

出展：厚生労働省ホームページ

※第２回部会資料
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【大阪府の考え方（案）】
困難な問題を抱える女性についてはその特性（一時保護、秘匿性など）を考慮しながら、包括的
な支援の提供が必要となるため女性相談センター等と、居住支援法人や市町村居住支援協議会との
連携を促進し、居住の安定確保を図っていく。

■大阪府居住安定確保計画における困難な問題を抱える女性への居住支援施策について

論点１ー１ 新たに追加・拡充された住宅確保要配慮者の居住支援施策について

２



刑の執行のため刑事施設に収容されていた者等（※範囲を拡大）

出展：法務省リーフレット

論点１ 住宅確保要配慮者の範囲 （刑の執行等のため矯正施設に収容されていた者等）

《国土交通省・厚生労働省通知》
満期釈放者の２年以内再入率が仮釈放者のそれと比較して高い傾向にあり、満期釈放者のうち約４割が適当な帰住先が確保

されないまま刑務所を出所していることもあり、再犯防止等を図る上で刑務所出所者等の適切な帰住先の確保が重要な課題
とされているため、保護観察対象者や更生緊急保護を受けている者に加え、生活環境の調整の対象者、刑執行終了者等に対
する援助を受けている者、刑の執行のため刑事施設に収容されていた者、刑又は保護処分の執行のため少年院に収容されて
いた者及び労役場に留置されていた者を追加。

論点１ー１ 新たに追加・拡充された住宅確保要配慮者の居住支援施策について

※第２回部会資料

３



【大阪府の考え方（案）】
再犯防止等を図る上で刑務所出所者等の適切な帰住先の確保が重要な課題であることから、更生
保護施設等と居住支援法人との連携を促し、地域社会における定住先の確保が必要であることから、
刑事施設等の社会復帰支援の取組などについて、市町村居住支援協議会や居住支援法人等への理解
を促進し、居住支援体制の構築を促進することで、居住の安定の確保を図っていく。

■大阪府居住安定確保計画における刑の執行のため刑事施設に収容されていた者等への
居住支援施策について

論点１ー１ 新たに追加・拡充された住宅確保要配慮者の居住支援施策について

４



女性支援事業について

令和７年11月

大阪府福祉部子ども家庭局家庭支援課
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１ 困難な問題を抱える女性への支援に関する法律について

※従来の売春防止法では、「売春をなすおそれのある女子に対する補導処分・保護更生」が目的。



大阪府と市町村は、適切な役割分担のもと、相互に連携して、女性支援事業に取り組む。

２ 困難な問題を抱える女性をめぐる現状・課題（第1章）

（１） 現状

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（以下「女性支援法」）の成立
■ 女性が抱える問題が多様化、複雑化している中、支援を必要とする女性が抱えている問題やその背景、心身の状況等に応

じた適切な支援を包括的に提供することが必要
■ 府ではH30「大阪府における保護を必要とする女性への支援のあり方について提言」を踏まえ、女性支

援を実施
■ 女性が安心かつ自立して暮らせる社会の実現を目的として、女性支援法が成立

大阪府基本計画の策定
■ 女性支援法や厚生労働省が令和５年３月に策定した基本方針の内容を受け、困難な問題を抱える女性への福祉の増進及び

自立に向けた施策を総合的かつ計画的に展開し、個々 の支援対象となる女性に対して効果的に機能することを目指すため
に大阪府基本計画を策定

■ 基本計画の対象期間は令和６年度（2024年度）から令和８年度（2026年度）までの３年間
支援の対象者と基本理念

■ 支援の対象者と基本理念は女性支援法及び国の基本方針を踏襲し、包括的かつ継続的な支援を実施

１ 計画の基本的な考え方 （第1章）

【具体的取組み】
■ 民間団体と連携した、SNS等を活用した早期把握
■ 支援対象者を早期に把握して必要な支援に結びつける市町村の好

事例を広く展開

■ 基本計画の見直しにあたっては、見直し前に各種統計調査、市町村アンケート及び民間団体アンケート等を行い、当該調査結果等をもとに基本計画に定めた基本目標の評価を行う。
■ 当該評価により得られた結果をもとに、女性支援の課題や改善点を抽出し、基本計画の見直しを行うこととする。

５ 支援内容（第2章）

【具体的取組み】
■ 市町村や民間団体が実施する居場所提供事業の周知
■ 民間団体が実施する既存の居場所提供事業の推進・拡大

【具体的取組み】
■ 女性相談センターの相談支援体制の充実（継続・拡充）
■ 女性相談窓口（府・市町村）の周知
■ 市町村への女性相談支援員の配置促進・育成支援（継続・拡充）
■ 個別ケース支援調整会議の開催促進
■ 女性相談支援員が適切な支援を提供できるよう、アドバイスや

スーパーバイズなどの支援や協力を行う（継続・拡充）

【具体的取組み】
■ 一時保護中の携帯電話や外出などの制限は必要最小限とし必要性

を丁寧に説明するとともに、適切な情報提供に努め、一時保護の
必要な女性が、一時保護につながるよう支援（継続・拡充）

■ それぞれの状況に応じた一時保護又は一時保護委託を充実させ、
多様なニーズに対応（継続・拡充）

【具体的取組み】
■ 女性相談センター一時保護所への心理担当職員の配置（継続）
■ 一時保護中の支援対象者へ必要に応じて法律相談を実施（継続）
■ 一時保護中の性的な被害を含めた暴力被害者等に対する医療機関

等と連携した心身の健康の回復のための援助（継続）
■ 大阪府立女性自立支援センターの利用者に対する医学的又は心理

学的援助（継続）

【具体的取組み】
■ 大阪府立女性自立支援センターの支援内容の充実（継続）
■ 入所施設等との連携促進や、一時保護を経て施設入所する支援対

象者への個別ケース支援調整会議の開催

７ 基本計画の見直し
（第3章）

【具体的取組み】
■ 一時保護中の児童に対し、学習習慣や学力の維持を図るため、

学齢に応じた学習支援を実施（継続）
■ 一時保護中の子どもに必要に応じ心理的ケアを実施（継続）
■ 母子ともに支援が可能な施設との連携（継続）
■ 個別ケース支援調整会議において同伴児童等への支援体制の調整

【具体的取組み】
■ 一時保護中の支援対象者に、医療機関等の専門機関と連携し

た支援を実施（継続）
■ 身元保証人確保対策事業や、退所者自立支援事業等の活用によ

り、必要に応じた自立支援を実施
■ 市町村女性相談支援員等が相談者のニーズに応じた支援の調整

窓口として自立支援をコーディネートできるよう支援
■ 個別ケース支援調整会議における支援体制の調整を促進
■ DV被害者等自立生活援助事業による自立支援

【具体的取組み】
■ 大阪府立女性自立支援センターにおいて、必要に応じて退所者

自立支援事業等の支援を実施（継続）（再掲）
■ DV被害者等自立生活援助事業による自立支援（再掲）
■ 市町村女性相談支援員を中心とした継続的なアフターケア

の働きかけ
■ 個別ケース支援調整会議における支援体制の調整を促進（再掲）

３ 基本目標（令和６年度～令和８年度）（第１章）

支援体制

■ 婦人相談員設置市の数が多いとはいえないことに加え、配偶者暴力相談支援センター（府及び市
町村）の認知度も高いとはいえず、相談や支援のニーズに十分対応できていない可能性がある

■ 相談件数は横ばいにも関わらず、一時保護の人数が減少傾向にあり、一時保護が必要であった人が、
結果として一時保護につながらなかった可能性がある

民間団体との連携

■ 多様な活動を行う民間団体があるが、十分連携が取れている行政機関は多いとはいえず連携場面
も限定的

女性相談センター及び市町村婦人相談員の相談状況等

■ 婦人相談所１か所設置（大阪府女性相談センター） 婦人相談員設置市 14市/33市（42.4％）
■ 女性相談の件数 大阪府11,401件（R４）、婦人相談員設置市11,709件（R４・13市）

市町村DV相談16,697件（政令市含む）
■ 女性相談センターにおける一時保護人数（一時保護委託件数含む） 245人（R４）
配偶者暴力相談支援センターの状況等

■ 大阪府配偶者暴力相談支援センター ７か所（女性相談センター及び６か所の子ども家庭センター）
■ 市町村配偶者暴力相談支援センター ８市/43市町村（18.6％）（R５）
■ 配偶者暴力相談支援センター（府及び市町村）の認知度 20％（R1）

※資料出所：大阪府「男女共同参画に関する府民意識調査」
婦人保護施設

■ 婦人保護施設１か所２施設（大阪府立女性自立支援センター） 定員数 60人
■ 令和４年度利用者実績 79人（本人のみの人数）
行政機関と民間団体の連携

■ 民間団体アンケート回答46団体（R5調査）中、行政機関と連携している民間団体 38団体
■ 女性相談窓口において民間団体と連携している市町村数 ８市/43市町村（18.6％）（R4調査）

（１）女性相談支援員の配置などにより全ての市町村で女性相談機能の構築を促進
【女性相談支援員の配置市数 14市→全33市】

（２）女性相談支援員の任用６か月以内の初任者研修受講【受講率100％】及び中堅職員研修の充実
（３）女性支援に必要な関係者や支援者が参画する会議（支援調整会議）の開催を促進

【16市（町村）】
（４）市町村（女性相談窓口）における民間団体との連携を促進【８市→16市（町村）】
（５）大阪府及び府内市町村の女性相談窓口を掲載する府ウェブページを開設【30,000PV】

配偶者暴力相談支援センター（府及び市町村）の認知度の向上【20％→25％】
※おおさか男女共同参画プランにおける目標値（R7年度）と同じ

※数値については一部を除き令和４年度のものです。

４ 役割分担 （第２章）

■ 女性支援事業に当たり中核的な役割を果たし、基本計画を策定すること等
を通じて、地域特性を考慮しつつ施策を検討し展開

■ 段階的・重層的な支援を行うため、行政機関と民間団体それぞれの特性を
生かした支援のあり方を検討

■ 広域的な観点から、市町村への情報提供、施策の取組状況の把握や展開、
支援、必要な取組を促進

■ 最も身近な相談先としての役割を果たす
■ 多くの福祉制度の実施主体として、必要な支援

の包括的な提供、他機関や他自治体等への繋ぎ
等を実施

■ 関係機関が参加する会議の開催等の工夫

※【】内は数値目標

■ 女性相談センター、女性相談支援員、大阪府立女性自立支援セン
ターの連携

■ 民間団体との連携
■ 関係機関との連携
■ 支援調整会議

大阪府の役割 市町村の役割

（１） 支援対象者の早期把握（アウトリーチ等）

（４） 一時保護の充実（３） 適切な相談支援

（６） 日常生活の回復支援（５） 被害回復支援

（７） 同伴児童等への支援

（８） 支援対象者に寄り添った自立支援

（９） アフターケア

（２） 気軽に立ち寄ることができる居場所の提供

６ 大阪府における計画の推進体制（第２

章）

（２） 課題

２ 大阪府困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する基本的な計画の概要



３ 計画の基本的な考え方

「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（以下「女性支援法」）の成立

◆ 女性が抱える問題が多様化、複雑化している中、支援を必要とする女性が抱えている問題やその背景、心身
の状況等に応じた適切な支援を包括的に提供することが必要

◆ 府ではH30「大阪府における保護を必要とする女性への支援のあり方について提言」を踏まえ、女
性支援を実施

◆ 女性が安心かつ自立して暮らせる社会の実現を目的として、女性支援法が成立

大阪府基本計画の策定

◆ 女性支援法や厚生労働省が令和５年３月に策定した基本方針の内容を受け、困難な問題を抱える女性への福
祉の増進及び自立に向けた施策を総合的かつ計画的に展開し、個々の支援対象となる女性に対して効果的に
機能することを目指すために大阪府基本計画を策定

◆ 基本計画の対象期間は令和６年度（2024年度）から令和８年度（2026年度）までの３年間

支援の対象者と基本理念

◆ 支援の対象者と基本理念は女性支援法及び国の基本方針を踏襲し、包括的かつ継続的な支援を実施



４「困難な問題を抱える女性」について

◆女性支援法第２条「困難な問題を抱える女性について

・「困難な問題を抱える女性」とは、性的な被害、家庭の状況、地域社会との
関係性その他の様々な事情により日常生活又は社会生活を円滑に営む上で
困難を抱える女性（そのおそれのある女性を含む）と定義されています。

※ 国の基本方針においても、「年齢、障がいの有無、国籍等を問わず」
と明記され、困難な問題を抱えるに至った原因や背景は問わず、現に
困難な状況にあること、またはそのおそれのあることをもって、広く
法による支援の対象者となることが示されています。

・そうしたことから、府の基本計画においても、困難女性の定義について、
その背景等にかかる具体的な例示を示すことにより、逆にそこにあてはまらない
方が支援から遠のいてしまうことを懸念し、支援の対象者と基本理念については、
女性支援法の目的や、国の定める基本方針における基本的な理念を踏襲した。
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５ 女性支援法施行及び府基本計画策定に関連した大阪府の新たな取組み

◼ 大阪府関係部局及び関係機関による、「大阪府支援調整会議（代表者会議）」の
開催

・代表者もしくは実務者が集まって女性支援の方向性や支援体制の調整などを話
し合う会議

◼ 大阪府女性相談センターにおいて、一時保護を行った支援対象者に関する、
「大阪府個別ケース支援調整会議」の開催
・個別ケース支援調整会議は支援対象者を支援する関係機関が集まり支援を調整

する場
・原則本人の同意を得た上で開催
・本人が会議に参加することができる

府女性相談センターが実施する個別ケース支援調整会議については、主に一時保護後
の地域での生活を調整する目的で開催するため、一時保護前からの居住元市町村や一
時保護後の転居先市町村の他、一時保護委託施設等の民間団体等の参加も可能。

困難な問題を抱える女性への支援を適切かつ円滑に行うために、関係機関等により
構成される会議

◆支援調整会議の設置



６ 基本目標

1. 女性相談支援員の配置などにより全ての市町村で女性相談機能の構築を促進
【女性相談支援員の配置市数 全33市】

2. 女性相談支援員の任用６か月以内の初任者研修受講【受講率100％】及び中堅職員研修の充実
3. 女性支援に必要な関係者や支援者が参画する会議（支援調整会議）の開催を促進【16市（町村）】
4. 市町村（女性相談窓口）における民間団体との連携を促進【16市（町村）】
5. 大阪府及び府内市町村の女性相談窓口を掲載する府ウェブページを開設【30,000PV】

配偶者暴力相談支援センター（府及び市町村）の認知度の向上【25％】

基本目標 目標値

（１） 女性相談支援員の配置市数 全33市

（２） 任用６か月以内の初任者研修受講率 100％

（３） 市町村支援調整会議の開催市町村数 16市（町村）

（４） 民間団体と連携する市町村数 16市（町村）

（５）

女性相談窓口を掲載したウェブページの閲覧数 30,000PV

配偶者暴力相談支援センター（府及び市町村）の認知度 25％

【数値目標】



７ めざす女性支援事業の概要
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◆居住支援はめざす女性支援事業の概要の、大阪府女性相談センターや市町村が行う
支援対象者への「自立支援」に位置づけられる。

○困難な問題を抱える女性とは、女性が、女性であることにより、性暴力や性的虐待、性的搾取等
の性的な被害に、より遭遇しやすい状況にあることや、予期せぬ妊娠等の女性特有の問題が存在
することの他、不安定な就労状況や経済的困窮、孤立などの社会経済的困難等に陥るおそれが
あること等を前提とし、法が定義する状況に当てはまる女性であれば年齢、障害の有無、国籍等
を問わない。

・低額所得者・高齢者・障がい者
・妊婦、同伴児童がいる者・外国人・児童虐待を受けた者
・ＤＶ被害者・性的被害に遭った犯罪被害者等・生活困窮者 等

○女性支援法における、想定される対象者

・現状、女性支援事業の対象者は、従来の住宅確保要配慮者の範囲
に含まれる
・個別ケース支援調整会議に委託支援施設や居住支援法人といった
民間団体が参加し連携を図っている

８ 居住支援について

旧売春防止法による婦人保護事業の対象は、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に
関する法律」、「人身取引対策行動計画」、「ストーカー行為等の規制等に関する法律」に
基づいて、支援や保護を必要とする女性に拡大してきた。
女性支援法の成立により、「困難な問題を抱える女性」として法に明記された。



法務省

矯正局

内部部局

刑務支所

分院

少年刑務所

刑務所

拘置所

少年院

分所

拘置支所

少年鑑別所

これら施設をまとめて…

「矯正施設」と言います。

近畿矯正管区
法務省矯正局の地方支分部局として、近畿２府４県に
所在する矯正施設を管轄し、これら施設の適切な管理
運営を図るための指導監督を行う。

更生支援企画課
再犯防止施策に関する取組が推進されるよう、各都道
府県等との意見交換・情報提供等連携協力体制を構築
するため、近畿矯正管区は平成30年4月に設置。

主な業務は
・地域と矯正施設の連携に向けた調整
・地域における再犯防止施策推進への協力 など

法務省 近畿矯正管区 更生支援企画課とは

これら施設をまとめて…

「刑事施設」と言います。

地方支分部局

資料２-３



施 設 数

●
近畿矯正管区 1

矯正研修所大阪支所 1

■
刑務所 7

少年刑務所 1

■
拘置所 3

拘置支所 12

◆ 少年院・分院 8

▲ 少年鑑別所 6

近畿矯正管区管内にある矯正施設について



犯罪をした後の流れと再犯防止

犯
罪

逮
捕
・
起
訴

裁
判

刑
務
所

保
護
観
察

就労
・
住居
・
医療
・
保健
・
福祉
・
教育

不
起
訴

保護観察付執行猶予

罰金等

仮釈放

満期釈放

連携

※

※

※

※

※ 刑務所出所者等の申し出に基づき、保護観察所において、宿泊場所や食事の
提供、就職の援助、必要な助言指導を行う場合もあります。（更生緊急保護）

犯罪をした後の流れ 地域社会

再び犯罪に戻さない

再犯防止



約２割が精神障害あり

新受刑者の精神診断

障害がある

新受刑者の犯罪時居住状況

２割弱が犯罪時住居不定

住居がない

犯罪や非行をした人の中には、様々な「生きづらさ」を抱え、立ち直ることが難しくなっている人がいます。

住居不定
1６.0%

定住
79.3%

１割強が高齢者

新受刑者の年齢

高齢である

５割強が高卒未満

新受刑者の教育程度

教育程度が
比較的低い

（令和６年矯正統計年報）

有職
31.１%

仕事がない

約７割が犯罪時無職

新受刑者の犯罪時就労状況

その他 0.7％
（学生・生徒、
家事従事者、不詳）

無職
6８.２％

その他 ４.6％
（来日外国人、不詳）

65歳以上
13.8%

精神障害なし
7７.８%

精神障害あり
2２.０%

高卒以上
45.６%

高卒未満
54.２％

不詳 0.1％

64歳以下
86.2%

不詳 0.1％

犯罪や非行をした人の生きづらさ ➤➤ 犯罪・非行に陥る背景

有職
31.１%



犯罪時に大阪府に居住していた
新受刑者のデータ（１，１９１名）

（令和５年矯正統計年報）

７割弱が犯罪時無職

有職
32.5%

新受刑者の犯罪時就労状況

無職
66.8％

約１割が高齢者

新受刑者の年齢

65歳以上
10.2%

64歳以下
89.8%

約６割が高卒未満

新受刑者の教育程度

高卒以上
42.0%高卒未満

57.7％

2割強が精神障害あり

新受刑者の精神診断

精神障害なし
76.5%

精神障害あり
23.1%

２ 犯罪や非行をした人の生きづらさ ➤➤ 犯罪・非行に陥る背景

市民が安全・安心に暮らせる地域社会を構築する上で

犯罪や非行をした人を

福祉的な支援につなぐ必要がある

その他 0.8％
（学生・生徒、
家事従事者、不詳）

不詳 0.8％

不詳 0.1％



居住支援に関する矯正におけるデータ

仮釈放
６３．８％
（７７１）

満期釈放
３６．２％
（４３８）

大阪府に帰住した人のうち
４割弱が満期釈放

大阪府に帰住した出所者の
出所種別（１，２０９名）

※満期出所者については、出所者の自己申告に基づく情報であることから、
実態とは異なる場合があります。

（引用：令和５年版 刑事施設出所者の帰住先情報等（地方公共団体別））6

出所時事由別２年以内再入率（２年以内再入者数）

満期釈放 仮釈放

出
所
年
次
（
年
）

Ｒ２ ２２．６％
（１，７４９）

１０．０％
（１，１１４）

Ｒ３ ２１．６％
（１，５０４）

９．３％
（１，０１１）

Ｒ４ ２０．２％
（１，３０６）

８．６％
（９１２）

Ｒ５ ２０．９％
（１，２４９）

９．６％
（９７９）

再入率は約２倍

出所時事由による再入率の違い
（出所受刑者の２年以内再入率（※））

※各年の出所受刑者のうち、出所年を１年目として、
※２年目（翌年）の年末までに再入所した者の人員の割合



矯正施設は、主にこれらの機関と連携しながら、釈放後の住居確保に向けた調整を行う。

※地域生活定着支援センター
高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする矯正施設退所者等について、関係機関等と連携・協働
して福祉サービス等につなげ、その社会復帰及び地域生活への定着を支援する機関

該当する

なしあり 住居
（帰住地）

該当しない

矯正施設の職員が保護観察所

等と連携しながら、居住支援

協議会・居住支援法人等に連

絡・調整をして釈放後の住ま

いを探す。

支援が必要であるにも

かかわらず特別調整に

該当しない者もいる。

障害・高齢

保護観察所
地域生活定着支援センター※等

保護観察所による
環境調整

特別調整

※その他要件あり

被収容者の住居の確保等に向けた主な調整（概略図）



（参考）居住支援に関する矯正におけるデータ

定住
７９．３％
（１１，５１４）

住居不定
１６．０％
（２，４７３）

その他（来日外国人・不詳）４.６％

令和６年新受刑者のうち
１６％が犯罪時住居不定

統計から見る犯罪に陥る
背景にあるもの（住居）

大阪府に帰住した出所者の
帰住先の種別（１，２０９名）

161

38

201

12

26

152

45

56

396

122

0 100 200 300 400

その他

上記に含まれない自宅

更生保護施設

社会福祉施設

雇主のもと

知人のもと

その他の親族のもと

兄弟、姉妹のもと

父、母のもと

配偶者のもと

※満期出所者については、出所者の自己申告に基づく情報であることから、
実態とは異なる場合があります。

（引用：令和５年版 刑事施設出所者の帰住先情報等（地方公共団体別））



拘禁刑創設の趣旨
懲役と禁錮を廃止し、新たな刑として拘禁刑を創設（令和７年６月１日施行）

刑法等の一部を改正する法律（令和４年６月１３日成立）により、明治４０年の刑法制定以来、初めて刑罰の種類を変更

改正前（令和７年５月３１日まで） 改正後（令和７年６月１日から）

○刑法
（懲役）

第１２条 （略）
２ 懲役は、刑事施設に拘置して所定の作業を

行わせる。

（禁錮）
第１３条 （略）
２ 禁錮は、刑事施設に拘置する。

○刑法
（拘禁刑）

第１２条 （略）
２ 拘禁刑は、刑事施設に拘置する。
３ 拘禁刑に処せられた者には、改善更生を図るため、

必要な作業を行わせ、又は必要な指導を行うことが
できる。

第１３条 削除

懲 役

作業が刑の本質的要素であるため、どの受刑者も一定の
時間を割かなければならない。

【課題】
改善更生や社会復帰のために必要な指導等を行う時間を
確保することが困難な場合あり。

禁 錮

作業を行う刑法上の義務なし。本人の申出に基づき行う。

【課題】
改善更生や円滑な社会復帰に有用な作業であっても、
本人が希望しない限り実施させることができない。

拘 禁 刑

✅ 受刑者の必要性に応じた作業の実施
作業の実施が前提ではなくなり、改善更生等の必要性

に応じて実施を検討することが可能に。

✅ 作業と指導を柔軟かつ適切に組み合わせた処遇
作業や指導等の実施時期や割合、組合せ等を重視し、

個々の特性に応じたきめ細かな矯正処遇等を展開。

✅ 作業を含む受刑生活への動機付けの強化

一方的に矯正処遇等を課すのではなく、受刑者自身に

その重要性を十分に理解させ、効果的に改善更生等を図る。

個々の受刑者の特性に応じて、改善更生・再犯防止のために
必要な作業を行わせ、又は必要な指導を行うことが可能に。

1

令和７年８月２０日
法 務 省 矯 正 局



刑事施設が果たすべき役割

受刑者が自ら犯した罪や被害者の方々の心情等に向き合って改善更生するべく、矯正

処遇等を行うことで、釈放後、再び罪を犯すことなく、新たな被害者を生み出さない

ようにします。

特性に応じた矯正処遇等の実施

入
所

出
所

教科指導改善指導

刑
執
行
開
始
時
の
指
導

釈
放
前
指
導

処
遇
調
査

社会復帰支援（就労支援・福祉的支援等）

作業

拘禁刑下の矯正処遇等

2



社会復帰支援の充実

個々の支援ニーズを把握し、関係機関や民間団体と連携しながら、社会生活を営むための支援を実施

→ 内容の一層の充実を図り、組織的・体系的に社会復帰支援を実施

福祉的支援

令和４年の法改正で、受刑者に対する社会復帰支援の実施が、刑事施設の長の責務として明文化（令和５年１２月施行）

○就労準備指導
グループワークや講話等により、就労意欲を喚起し、
就労で必要とされる心構えや行動様式を習得

就労支援

○民間の団体や企業と連携した就労支援

≪職親プロジェクト≫

・出所時に働く場を提供
・メタバース空間における
仕事フォーラム（受刑者が参加
する企業説明会）を実施

≪民間企業が開発したプログラム≫

（株）リクルートと連携協力協定を締結し、同社のノウハウを
生かした就労支援プログラム「WORK FIT」を刑事施設で実施

多職種連携によるチーム処遇の実施

高齢、知的障害等の特性に配慮した処遇を行う必要性が特に
高い者に対して、「個別支援処遇推進チーム」による多職種の
職員でのチーム処遇を実施

定期的にケース会議を実施

【対象受刑者】

知的能力の制約、認知機能の低下又
は発達上の課題を有していること等に
より他の受刑者と同様の生活を送るこ
とが困難であり、日常生活全般にわた
り処遇上の配慮を要する者 など

→ 本人に寄り添った柔軟な処遇及び社会復帰支援が可能に

○ハローワークとの連携
受刑者の希望や適性等に応じた職業相談、
事業主との採用面接を実施

○ 福祉を専門とする職員を配置し、受刑者の福祉サービス
のニーズを早期に把握

○ 更生保護官署や地域生活定着支援センター等の関係機関と
連携した出所後の福祉サービス調整

○ 在所中の障害者手帳等の取得に向けた調整

○ 高齢又は障害のある受刑者に
対する、社会適応に必要な基礎的
知識・能力を身に付ける指導を
実施

13



拘禁刑下の矯正処遇等について→→→

（法務省矯正局ＨＰ）



〇障がい者世帯

関連計画：第５次大阪府障がい者計画（R6.3中間見直し）
・引き続き「地域生活への移行の推進」が最重点施策として
位置付けられており、障がい者が地域で希望する暮らし
を実現するためには、住まいの場となるグループホーム
をはじめ、日々の暮らしに必要な障がい福祉サービスを
質・量ともに確保することが必要。

・地域移行に向けた住まいの確保が難航するケースも少なく
ないため、行政と不動産事業者等が連携するとともに、
居住支援の一環として福祉サービス事業者と家主等とが
協力するなど、障がい者の住まいの確保に向けた取組み
等を進めていく必要がある。

・現行計画の期間がR８年度末を終期としていることから、
R7.４より大阪府障がい者施策推進協議会のもとに第６次
大阪府障がい者計画策定検討部会を設置し、次期計画策
定に向けた検討を進めている。

0

100

200

300

400

500

600

H29実績 H30実績 R1実績 R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

公営住宅の障がい者グループホームとしての

活用実績数（累計）

29人分

145人分
99人分

57人分

194人分

285人分

387人分

479人分

障がい者グループホームの利用状況
（1か月あたりの活用量）

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（障がい者）

５

障がい者のグループホームに関する取組について
・障がい者が地域で自立した生活を送ることができる
よう、グループホームの整備助成や、公営住宅の活用、
民間賃貸住宅の活用により、住まいの場であるグループ
ホームの量的確保に努めている。

・グループホームの設置については、公営住宅の活用の
ほか、公的賃貸住宅のグループホームの活用について、
関係団体と連携を図りながら実施している。

・障がい者グループホームの利用状況及び公営住宅の
障がい者グループホームとしての活用実績は増加傾向で
推移している。

資料２-４



子育て世帯の原状と見通し
・子育て世帯は、人口減少・少子高
齢化の進展により減少し、今後も
さらに減少する見込み。一方、共
働き子育て世帯は増加し、特に大
都市圏を中心に正社員共働き子育
て世帯が急増。夫婦それぞれの通
勤先を考慮した結果、単位面積当
たりの住居費の相場が比較的高い
地域を居住地として選択する傾向
が見られる。

〇子育て世帯

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（子育て世帯）

6

関連計画：大阪府子ども計画（R7.3改定）
・結婚の際のハードルや理想の子ども数を持てない理由の一因として、住まいに関する事項が挙げられる
など、子育て世帯等向けの住宅支援を充実する必要があることから、引き続き子育て世帯向け住宅支援
の充実に取り組むこととしており、府営住宅をはじめとした公的賃貸住宅において、子育て世帯等の入
居を促進するほか、民間住宅も含めた住宅ストック全体で子育て世帯等に関する住宅支援の充実や、支
援制度の情報発信等に取り組む。

・ひとり親家庭等では、就業状況が不安定となる傾向が見られ、そうした中で子育てをはじめとした
生活面において課題を抱えている様子がうかがえる。特に、母子家庭は父子家庭に比べて、ひとり親家
庭になったときに「持ち家等」の割合が低くなっていることや、住居を探すときに「家賃が高い」、
「希望の場所に物件がない」ことなど、住まいに関する困りごとが多くなっている。府営住宅への優先
入居を引き続き実施するほか、民間賃貸住宅に円滑に入居できるような取り組みを進める。



〇生活困窮者

出展：厚生労働省

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（生活困窮者）

7

関連計画：第５期大阪府地域福祉支援計画（R6.3 ）
・行政や不動産関係団体、居住支援を行う団体等による「Osakaあんしん住まい推進協議会」におい
て、住まい探し相談等の情報提供を行うとともに、関係団体や行政の住宅部門と福祉部門の連携の
強化に努める。

・市町村の福祉部部局や地域包括支援センター、CSWなどと連携して高齢者や障がい者等の様々な相
談時において、居住支援法人などと連携して支援を行う。

・府営住宅の空室を、市町の福祉部局等との連携を図りながら、子育て支援や高齢者の見守り、
住まいに困窮する人への自立支援等を実施する団体に提供し、地域の福祉活動や交流の拠点として
の活用を促進する。

生活困窮者とは
・「就労の状況、心身の状況、地域社会との関係
性その他の事情により、現に経済的に困窮し最
低限度の生活を維持することができなくなるお
それのある者」で生活保護に至っていない者と
されており、関係機関と連携し役割分担を行い
ながら、しっかりと対応していくことが重要。

・生活困窮者自立支援法が改正（R7.4施行）
され、より効果的に住まいに関する支援を行
うため、自治体が生活困窮者自立支援制度に
基づく各事業を実施するにあたって居住支援
法人と連携を図ることが努力義務化されている。



〇外国人

関連方針：外国人材の受入れ・共生のための取組みの方向性 ＯＳＡＫＡ外国人材受入促進・共生推進協議会

・R4.9「ＯＳＡＫＡ外国人材受入促進・共生推進協議会」の設立
・R6.1「外国人材の受入れ・共生のための取組みの方向性」を策定

➡国・市町村・経済団体等の連携のもと“オール大阪”による推進体制を整備し、
外国人材の円滑な受入れ促進と外国人が地域住民とともに暮らし支え合う共生社会を実現する

背景
生産年齢人口の減少など、将来的な労働力
の減少、企業の人手不足の長期化などに加
えて、2030年IR開業や、国際金融都市の実
現に向けてグローバルに活躍できる人材、
専門分野において新たな価値を創造する人
材も求められている。

在留外国人の現状と見通し
府内の在留外国人数は、2021年にコロナ禍
で入国制限が行われ、外国人労働者数は減
少したものの、2022年はコロナ前より増加
し、長期的にも増加傾向。

資格外活動
（留学生アルバイト等）

技能実習

特定活動

専門的・技術的分野の在留資格
（就労を目的とした在留資格）

身分に基づく在留資格

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（外国人）
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出典：大阪労働局「大阪労働局における外国人雇用状況の届出状況」

外国人は在留資格の取得や更新、口座開設、就職、住居確保などライフステージに応じた

様々な課題に直面しており、個々の事情に応じた相談を希望していることから、

専門的な相談ができるよう、専門機関のネットワークを形成、

受け入れた外国人が安心して働き幸せに暮らせる共生の取組を推進



〇性的マイノリティ

性的指向、性自認の多様性に関する国・大阪府の動向
R1.10「大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例」制定
R2.1 「大阪府パートナーシップ宣誓証明制度」導入
➡性的マイノリティ当事者の方が、お互いを人生のパートナーとすることを宣誓された事実を、大阪府
として公に証明する制度。府営住宅への入居申込において利用可能。
＜参考＞府内14市でも同様の制度を実施しており、26市町の市町営住宅で利用可能。

R5.6  「性的指向及びジェンダーアイデンティティの多様性に関する国民の理解の増進に関する法律」が施行

府民の意識
・令和２年実施の「人権問題に関する府民意識調
査」では、個別の人権問題別の認知度は「性的マ
イノリティの人権問題」が75.5%という結果であ
り、5 年前の同じ調査に比べ、32.2 ポイント上昇
したが、女性、子ども、高齢者、障がい者、同和
問題等の人権問題に比べ、低い認知度。

・「賃貸住宅などへの入居を拒否されることがある
と思うか」という問いに対して、47.3%が「ある
と思う」と回答している。

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（性的マイノリティ）
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（令和３年12月策定時）
■高齢者向け住宅の供給戸数について

10

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）

〇高齢者



■高齢者向け住宅の供給戸数について

11

〇大阪府内の高齢者向け住まい（高優賃、シルバーハウジング、サ高住、有料老人ホーム、養護老人ホーム、
軽費老人ホーム）の戸数は、116,523戸（令和６年度末時点）

一
般
の住

宅

サ
ー
ビ
ス
の
つ
い

た
賃
貸
住
宅
等

老
人
福
祉

施
設

介
護
保
険

施
設
等

１．持家・借家
【必要に応じたバリアフリー化や生活支援サービス】

３．シルバー
ハウジング

【公営住宅入居者への生活援助】

４．サービス付き
高齢者向け住宅

【安否確認、生活相談サービス
のついた住居】

５．有料老人ホーム
【食事や介護、その他日常生活上

必要なサービスを提供】

６．養護老人ホーム
【環境的、経済的に困窮した高齢者の施設】

７．軽費老人ホーム
【低所得高齢者のための住居】

８．認知症高齢
者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ

【認知症高齢者の
共同生活】

９．介護老人
保健施設

【医学的管理下での
介護、機能訓練】

10．特別養護
老人ホーム

【介護、機能訓練】
※地域密着型含む

11．介護医療院
【要介護高齢者の長期
療養・生活施設】

自
宅
等
で
居
宅
サ
ー
ビ
ス
・地
域
密
着
型

サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る

施
設
で
施
設
・

居
住
系
サ
ー
ビ
ス

を
受
け
る

住まいの種別 提供介護
サービス

１,２００戸 ３３，０３０戸 ７０，１８５人

２，０６６人 ５，６１４人

１２,５３０人 ２１，０１５人 ３９，２２８人 １,１８９人

２．高齢者向け優良賃貸住宅
【緊急時対応サービス、家賃低廉化】

４，４２８戸 （令和7年3月末時点）

（令和７年３月末時点）

高
齢
者
向
け
住
ま
い

施
設

（令和7年3月末時点） （令和7年4月１日時点）

（令和7年4月１日時点） （令和7年4月１日時点）

（令和7年３月末時点の暫定値） （令和7年4月１日時点） （令和7年4月１日時点） （令和7年4月１日時点）

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）



■府内の高齢者向け住宅の状況
（令和３年12月策定時）

12

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）



■府内の高齢者向け住宅の状況

13

※６５歳以上人口は、介護保険事業状況報告月報（R7.1）における第１号被保険者数（府合計：2,349,906人）

平均4.96％

高齢者保
健福祉圏

大阪市 豊能 三島 北河内 中河内 南河内 堺市 泉州

戸数 31,762 14,465 7,500 17,232 12,468 8,043 12,023 13,028

65歳以上

人口割合
4.73% 5.31% 3.72% 5.34% 5.51% 4.41% 5.25% 5.34%

〇高齢者福祉圏域別

（令和６年度末）

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）



（参考）有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の関係性について

14

（出展）厚生労働省
有料老人ホームにおける望ましいサービス提供

の在り方に関する検討会資料

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）



（参考）有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅の施設数

15

（出展）厚生労働省
有料老人ホームにおける望ましいサービス提供

の在り方に関する検討会資料

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）



【A社】
・入居希望者やご家族の皆様のニーズが十分に満たされているという実感はございません。住まいの確保にお困りの
高齢者やご家族の方が、まだ多くいらっしゃると感じております。

・国交省も補助金制度を継続する方向性が示されていることから、サ高住のニーズがまだまだあることは、国も認知
していると判断し、制度の動向を踏まえつつ、少なくとも制度が続く間は引き続き、積極的に取り組んでいきたい。

【B社】
・今後、サービス付き高齢者向け住宅を新規に展開する予定はなく、介護事業に力を入れていく予定としている。

【C社】
・建設費高騰もあり、同じ規模でも有料老人ホームの方が多く戸数を作れるため、住宅型有料老人ホームを拡大予定。

【D社】
・小規模数ではあるが予定はしている。

【E社】
・建設費高騰でサ高住建設費補助金を含んでも収支が見込めないため、高級志向の住宅型有料老人ホームを拡大予定。

〇サービス付き高齢者向け住宅を登録している事業者への今後の事業意欲に関してヒアリング

〇入居率が７割未満のサービス付き高齢者向け住宅の事業者へのヒアリング

■サービス付き高齢者向け住宅について

16

※大阪府へ登録されている住宅（政令市・中核市は除く）302件のうち106件をもつ５事業者を対象にヒアリング（R7.9月末時点）

参考：入居率７割未満の物件（大阪府へ登録されている住宅302件のうち13件）は全体の約４％

【入居率29.4％】特定施設入居者生活介護事業へ移行中で入居募集に制限をかけている（1件）
【入居率52.5％】介護職員が不足している場合は、サービスの質が下がるため入居を断っている場合もある（1件）
【入居率54.3～66.7％】報告の実施時期に退去が多かったが、現在は入居が増えてきている（7件）
【入居率55.2％】増築し登録戸数を増やしたため空家が出ているが、募集に注力し入居を増やしていく見込み（1件）
【入居率62.5％】サービス面を充実させる運営方針だったが、運営が安定してきたので今後募集を増やす予定（1件）
【入居率67.5％】昨年度末に退去が多かったが入居は回復見込みである。職員の確保が困難である（1件）
【入居率68.0％】特定施設入居者生活介護事業者として運営しているため職員確保ができない場合は入居を

制限しているが現在は職員確保できたので募集再開し入居率も改善する見込み（1件）

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）



30%

38%

34%

58%
69%

0%

75%

52%

50%

39%

41%

35%

32%
27%

52%

41%
34%

57%

42% 34%

49%

36%
37%

30%

12%

5%

51%

50%

0%

0% 0%

31%

46%

40%

78%

32%

27%

37%

38%

45%

58%

0%

39%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

大
阪
市

堺
市

豊
中
市

池
田
市

箕
面
市

能
勢
町

豊
能
町

吹
田
市

摂
津
市

茨
木
市

高
槻
市

島
本
町

枚
方
市

寝
屋
川
市

交
野
市

守
口
市

門
真
市

四
條
畷
市

大
東
市

東
大
阪
市

八
尾
市

柏
原
市

富
田
林
市

松
原
市

羽
曳
野
市

藤
井
寺
市

河
内
長
野
市

大
阪
狭
山
市

太
子
町

河
南
町

千
早
赤
阪
村

高
石
市

泉
大
津
市

和
泉
市

忠
岡
町

岸
和
田
市

貝
塚
市

泉
佐
野
市

泉
南
市

阪
南
市

熊
取
町

田
尻
町

岬
町

大阪府内のサービス付き高齢者向け住宅の市町村ごとの分布

①サ高住

（戸数）

②有料老人ホーム

（定員数）

④サ高住の割合

（％）

■サービス付き高齢者向け住宅と有料老人ホームの供給量

■サービス付き高齢者向け住宅整備事業の建設費補助採択における市町村意見聴取実施状況

《策定時》 意見聴取を必要としているのは19市町、不要としているのは24市町村
《現 在》 事業補助要件の見直しにより意見聴取の対象が全市町村へ（令和7年4月～）

■サービス付き高齢者向け住宅の入居率 （大阪府定期報告集計）

《策定時》 入居率 87.6%
《現 在》 入居率 92.0％

17

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）

※令和7年9月末時点



88.1%

11.9%

登録更新 登録抹消

■サービス付き高齢者向け住宅の登録の更新状況
（更新時期10年を迎えたもの）

更新を迎えたサービス付き高齢者向け住宅

■有料老人ホームに該当するサービス付き
高齢者向け住宅の戸数

・10年更新登録をした住宅が88.1%で更新。
・登録抹消した住宅は主に有料老人ホームに移行している。

登録更新した住宅・・・488件
登録抹消した住宅・・・ 66件

18

※令和7年9月末時点

98.0%

2.0%

有料該当 有料非該当

有料該当住宅・・・829件
非該当住宅 ・・・ 17件

※令和7年9月末時点

・大阪府内の９割以上のサービス付き高齢者向け住宅として、
食事や介護サービスの提供等を行っているため、
老人福祉法に規定する有料老人ホームに該当。

【大阪府の考え方（案）】
・高齢者向け住宅（高優賃、シルバーハウジング、サ高住、有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人
ホーム）の戸数は、令和６年度末時点で116,521戸となっており、引き続き観測指標として把握していく。

・サービス付き高齢者向け住宅の入居率７割未満の事業者へのヒアリングや、国の補助事業採択に関する
市町村意見の状況などについて引き続き注視しながら、高齢者が可能な限り住み慣れた地域において
安心してくらせるよう、高齢者の住まいの確保に向けた取組等を進める。

※令和7年9月末時点
サービス付き高齢者向け住宅情報提供システムにより集計

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（高齢者）



【大阪府の考え方（案）】
・住宅確保要配慮者について、その属性による特性はあるものの、共通する課題等も多く、また複数の
課題を持つ住宅確保要配慮者もいるため、大阪府の各種計画による取組とも連携し、引き続き総合的
な支援を実施する。

・福祉施策等とも連携し、居住支援の仕組みを機能させつつ、民間賃貸住宅や公的賃貸住宅といった
住宅ストック全体を活用して居住の安定確保を図るため、これまでの取組の方向性を継続、発展
させていく。

論点１ー２ その他の住宅確保要配慮者の居住支援施策について（共通する居住支援）

■全ての住宅確保要配慮者に共通する居住支援
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